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★事務事業の概要（ＰＬＡＮ）

【事業の内容】

【業務の流れ】

【主な予算費目】

【意見や要望】

１　現状把握の部（ＤＯ、ＰＬＡＮ）
(1)事務事業の目的と指標
①手段(主な活動)

① 活動指標(事務事業の活動量を表す指標)

⇒
ア

イ

(単位)

②対象(誰、何を対象にしているのか) ＊人や自然資源等

③意図(この事業によって、対象をどう変えるのか)

(単位)

(単位)

ア

イ

ア

イ

⇒

⇒

②対象指標(対象の大きさを表す指標)

③成果指標(意図の達成度を表す指標)

(2)各指標･総事業費
   の推移

ア

イ

ア

イ

ア

イ

① 活動指標

② 対象指標

③ 成果指標

単位
実績(決算) 実績(決算) 目標(当初予算) 実績(決算) 予定 見込目標(当初予算)

投

事
財

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

繰入金

一般財源

源
内

訳業

費 （Ａ）事業費計

(A)のうち指定経費

(A)のうち時間外､特勤

入

量

人
件
費

トータルコスト(A)＋(B)

正規職員従事人数

延べ業務時間

(B)人件費計

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

人

時間

総トータルコスト

ﾏﾆﾌｪｽﾄ
関連

全庁横断
課題関連

集中改革
ﾌﾟﾗﾝ関連

（開始年度　　　　　　年度）
（　　　　　～　　　　年度）

市志合

新規・拡充区分

予算の主な増減の理由

法令

見込

全体計画

 5年度

2

65,500

1,200

85

430

8,366

8,796

0

0

2

4,000

15,936

24,732

 5年度

2

64,787

1,238

93.8

490

7,395

7,885

0

0

47

3,071

11,184

19,069

 6年度

2

65,311

1,250

86

1,229

8,756

9,985

0

0

3

4,000

15,936

25,921

 7年度

2

66,650

1,300

87

430

8,366

8,796

430

128

3

4,000

15,936

24,732

 8年度

2

68,409

1,350

88

430

8,366

8,796

430

128

3

4,000

15,936

24,732

 9年度

2

69,457

1,400

89

430

8,366

8,796

430

128

3

4,000

15,936

24,732

(令和 5年度実績と令和 6年度計画) 令 和  6 年  8 月 2 6 日 更 新

人権啓発事業

   3 教育の健康 教育部 田中　政吉

  12 人権が尊重される社会づくり 人権啓発教育課 髙野　和子

  44 人権教育啓発活動実践の推進 啓発教育班 ５３３２

ハンセン病問題の解決に関する法律　人権
教育及び人権啓発の推進に関す一般   3   1   8    11809

単年度のみ 単年度繰返  5
 5年度で終了  5年度から開始

期間限定複数年度

合志市部落差別をはじめあらゆる差別をなくし人権を守るまちづくり条例に基づき、合志市に存する部落差別問題・ハン
セン病問題等の諸問題に関し、人権を守るために法務局・県・市町村・市内小中学校等と連携を行い、人権啓発教育事業
に取組んでいく。ハンセン病問題は菊池恵楓園が所在している自治体として取組む責務があり、「ハンセン病問題基本法
」や「菊池恵楓園将来構想」を踏まえ、人権が尊重される社会づくりに向けて、ハンセン病問題に関する正しい知識の普
及啓発に努めなければならない。歴史資料館の視察研修をとおして、「ハンセン病回復者及びその家族の人権」について
認識を深め、偏見や差別のない社会の実現を図っていく。

部落差別問題やハンセン病問題啓発をはじめあらゆる差別から人権を守るため人権フェスティバル・人権フォーラム等の企画・開催する。市
長部局の人権問題を扱う研修や会議等に参加する職員の差配を行う。市町村人権啓発推進協議会へ参画をする。阿蘇大津人権擁護委員協議会
へ負担金を支払う。財団法人人権教育啓発推進センターへ負担金を支払う。人権同和対策連絡会議を開催する（年３回）。地域人権啓発活性
化事業を１回/４年（次回令和６年度）行う。部落差別をはじめあらゆる差別をなくし人権を守るまちづくり審議会を開催する（不定期）。人
権擁護委員の活動を支援する。人権（啓発教育）施策基本計画を作成する１回/５年（令和６年度）。人権啓発団体運営支援を行う。

報酬、職員手当等、報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、負担金補助及び交付金

新規

 5年度実績( 5年度に行った主な活動) (DO)  6年度計画(次年度に計画している主な活動)(PLAN)
【令和5年度に12事務事業を統合】 　
　人権フェスティバル実行委員会で協 を重ね、人権フェスティバルを12月に4年ぶりに通常開催により実施し、 市民の人権
意識向上に努めた。（令和 5年度：参加者数898人 令和4年度： 736人（参加者数・動画視聴回数)) 　
　人権フォーラム2024in合志市を2月 に通常開催により実施するとともに金陽会による絵画展示ギャラリーも併せて開設し、
ハンセン病問題を正しい認 識を広めるための啓発活動を推進した。（令和5年度：参加者数340人 令和4年度：293人（動画視
聴回数・ 参加者数)) 
　※人権フォーラムは、社会福祉法人ふれあい福祉協会の助成を受けて開催したため委託料支出は0円であった。部落差別を
はじめあらゆる差別を解 消することを目的としている、人権啓 発運動団体二団体の補助金を交付し、 差別解消のための活
動支援により、団体の取組に貢献することができた。

（例年行事）人権フェスティバル、人権フォーラム
（令和6年度新規行事）人権の花運動

令和６年度に人権の花運動を行うことに伴う消耗品費、印刷製本費の増人権を啓発するイベントを行う 回

合志市民 合志市民 人

あらゆる差別をなくし明るいまちづくりを目指す イベント参加者数 人

フェスティバル、フォーラムのアンケートで人権問題についての関心や深まりを感じましたかに「深まった」以上の回答をした割合 %

＊③成果指標設定の理由と 6年度目標値設定の根拠

人権尊重への理解
～　　年度

0

回

人

人

%



事務事業名 所属部 所属課

２　評価の部（ＣＨＥＣＫ）

目
標
達
成
度
評
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有
効
性
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効
率
性
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公
平
性
評
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役
割
分
担
評
価

③成果の向上余地

④類似事業との統廃合・連携の可
能性

⑤事業費の削減余地

⑥人件費（延べ業務時間）の削減

余地

⑦受益機会・費用負担の適正化余
地

⑧行政の役割分担の適正化

３　評価結果の総括（ＣＨＥＣＫ）　

４　今後の方向性（事務事業担当課案）（ＡＣＴＩＯＮ）
（1）今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可

（3）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

（2）改革・改善による期待成果

コスト

削減 維持 増加

向上

維持

低下

成
果

市志合

（廃止・休止の場合は記入不要）

（具体的な手段、事務事業）

人権啓発事業 教育部 人権啓発教育課

＊原則は 5年度の事後評価、ただし複数年度事業は 5年度実績を踏まえての途中評価

達成した 達成しなかった　 ⇒【原因

４年ぶりの通常開催であったが、集客人数やアンケート回答の内容から見ておおむね成
功であった。① 5年度目標達成度評価

目標達成見込みあり⇒【理由 目標達成は厳しい ⇒【理由と対策

前年同様に通常開催を予定している。
市民へ周知を行き届かせたうえ、参加者の増と人権意識の向上に努める。② 6年度目標達成見込み

向上余地がある　　⇒【理由 向上余地がない　 ⇒【理由

集客人数や報道機関への対応など、向上の余地はある。

他に手段がある 他に手段がない　 ⇒【理由
統廃合・連携ができる　 ⇒【理由
統廃合・連携ができない ⇒【理由

当該カテゴリーの関連事業を令和5年度に統合済み

削減余地がある　　⇒【理由 削減余地がない　 ⇒【理由

最小限の予算で対応しており削減の余地はない。

削減余地がある　　⇒【理由 削減余地がない　 ⇒【理由

最小限の人数で対応しており削減の余地はない。

見直し余地がある　⇒【理由 公平・公正である ⇒【理由

市広報紙や市ホームページ等により市内全域へ平等に周知しており、不公平な点はない
。

見直し余地がある　⇒【理由 役割分担は適正である ⇒【理由

人権問題全般に係る啓発は行政の責務であり、役割分担は適正である。

フォーラム、フェスティバルともに通常の対面開催できたことにより、参加者に対し様々な人権問題に関する取り組みが浸
透してきている。今後も催事内容や周知の工夫を凝らしていき、啓発の歩みを止めないことが重要と考えられます。

廃止 休止 目的再設定 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善
事業のやり方改善（効率性改善 事業のやり方改善（公平性改善
現状維持（従来通りで特に改革改善をしない

○


